
議案第１００号 

 

山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年１２月４日提出 

 

山陽小野田市長 藤 田 剛 二   

 

山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市営住宅条例（平成１７年山陽小野田市条例第１６５号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第５号中「第３条第３項若しくは第４項」を「第３条第４項若しくは

第５項」に改める。 

第５条第１項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 市町村税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条第２項第１号

から第３号までに掲げる税に限る。）を滞納していない者であること。た

だし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

第１０条第１項第１号中「２人の連署」を「１人の署名」に改め、同条第３

項中「連署」を「署名」に改める。 

第１２条中「第１１条」を「第１２条」に改める。 

第１４条第２項中「第８条」を「第７条」に改める。 

第１７条の見出しを「（督促）」に改める。 

第３８条中「第１１条」を「第１２条」に改める。 

第４５条中「第３６条、第４０条及び第６７条」を「第３６条及び第４０

条」に改める。 

第５３条の５第１項中「第５条第１項第２号アに掲げる場合にあっては２６

万８，０００円、同号イに掲げる場合にあっては２０万円を超え」を「第５条

第１項第２号に定める金額を超え」に改める。 

第６２条第３項中「並びに第１９条」を削る。 



第６３条第２項中「第５項」を「第６項」に改める。 

別表第１市営住宅の部叶松団地の項中「大字小野田」を「叶松一丁目」に改

め、同部神帆団地の項中「１１８９番地８ほか」を「１１８９番地３０」に改

め、同部萩原団地の項中「１１５５５番地」を「１１５５５番地１」に改め、

コミュニティ住宅の項中「６８８番地１」を「６７５番地５７」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条の改正規定は、令

和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１０条の規定は、令和２年４月１日以後に行われる入居の手続

について適用し、同日前に行われた入居の手続については、なお従前の例に

よる。 
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議案第１００号参考資料 

山陽小野田市営住宅条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（公募の例外）  

第４条  市長は、次に掲げる事由に係る者を公募を

行わず、市営住宅に入居させることができる。  

 (1)～ (4) （略）  

 (5) 都 市 計 画 法 (昭 和 ４ ３ 年 法 律 第 １ ０ ０ 号 )第

５９条の規定に基づく都市計画事業、土地区画

整 理 法 (昭 和 ２ ９ 年 法 律 第 １ １ ９ 号 )第 ３ 条 第

４ 項 若 し く は 第 ５ 項 の 規 定 に 基 づ く 土 地 区 画

整理事業、大都市地域における住宅及び住宅地

の供給の促進に関する特別措置法 (昭和５０年

法律第６７号 )に基づく住宅街区整備事業又は

都 市 再 開 発 法 (昭 和 ４ ４ 年 法 律 第 ３ ８ 号 )に 基

づ く 市 街 地 再 開 発 事 業 の 施 行 に 伴 う 住 宅 の 除

却  

  (6)～ (8) （略）  

（入居者の資格）  

（公募の例外）  

第４条  市長は、次に掲げる事由に係る者を公募を

行わず、市営住宅に入居させることができる。  

 (1)～ (4) （略）  

 (5) 都 市 計 画 法 (昭 和 ４ ３ 年 法 律 第 １ ０ ０ 号 )第

５９条の規定に基づく都市計画事業、土地区画

整 理 法 (昭 和 ２ ９ 年 法 律 第 １ １ ９ 号 )第 ３ 条 第

３ 項 若 し く は 第 ４ 項 の 規 定 に 基 づ く 土 地 区 画

整理事業、大都市地域における住宅及び住宅地

の供給の促進に関する特別措置法 (昭和５０年

法律第６７号 )に基づく住宅街区整備事業又は

都 市 再 開 発 法 (昭 和 ４ ４ 年 法 律 第 ３ ８ 号 )に 基

づ く 市 街 地 再 開 発 事 業 の 施 行 に 伴 う 住 宅 の 除

却  

 (6)～ (8) （略）  

（入居者の資格）  
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第５条  市営住宅に入居できる者は、法第４０条第

１項の規定の適用を受ける場合を除き、次の各号

(高齢者、障害者その他の特に居住の安定を図る

必要がある者として規則で定める者 (次 条 第２ 項

において「高齢者等」という。 )にあっては第２

号 か ら 第 ４ 号 ま で 、 被 災 市 街 地 復 興 特 別 措 置 法

(平 成 ７ 年 法 律 第 １ ４ 号 )第 ２ １ 条 に 規 定 す る 住

宅 被 災 市 町 村 の 区 域 内 に お い て 当 該 災 害 に よ り

滅 失 し た 住 宅 に 居 住 し て い た 者 及 び 住 宅 被 災 市

町 村 の 区 域 内 に お い て 実 施 さ れ る 事 業 の 実 施 に

伴 い 移 転 が 必 要 と な っ た 者 に あ っ て は 第 ３ 号 及

び第４号 )に掲げる条件の全てを具備する者でな

ければならない。  

(1)～ (3) （略）  

 (4) 市町村税 (地方税法 (昭和２５年法律第２２６号 )第

５条第２項第１号から第３号までに掲げる税に限る。)

を滞納していない者であること。ただし、市長が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 (5) （略）  

第５条  市営住宅に入居できる者は、法第４０条第

１項の規定の適用を受ける場合を除き、次の各号

(高齢者、障害者その他の特に居住の安定を図る

必要がある者として規則で定める者 (次条第２項

において「高齢者等」という。 )にあっては第２

号 か ら 第 ４ 号 ま で 、 被 災 市 街 地 復 興 特 別 措 置 法

(平 成 ７ 年 法 律 第 １ ４ 号 )第 ２ １ 条 に 規 定 す る 住

宅 被 災 市 町 村 の 区 域 内 に お い て 当 該 災 害 に よ り

滅 失 し た 住 宅 に 居 住 し て い た 者 及 び 住 宅 被 災 市

町 村 の 区 域 内 に お い て 実 施 さ れ る 事 業 の 実 施 に

伴 い 移 転 が 必 要 と な っ た 者 に あ っ て は 第 ３ 号 及

び第４号 )に掲げる条件の全てを具備する者でな

ければならない。  

(1)～ (3) （略）  

 

 

 

 

 (4) （略）  
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（住宅入居の手続）  

第１０条  市営住宅の入居決定者は、第７条第２項

の規定による通知を受けた日から１４日以内に、

次に掲げる手続をしなければならない。  

(1) 入 居 決 定 者 と 同 程 度 以 上 の 収 入 を 有 す る 者

で、市長が適当と認める連帯保証人１人の署名

する契約書を提出すること。  

(2) （略）  

２  （略）  

３  市長は、特別の事情があると認める者に対して

は、第 1 項第 1 号の規定による契約書に連帯保証

人 の 署 名 を 必 要 と し な い こ と と す る こ と が で き

る。  

４～６  （略）  

 

（入居の承継）  

第１２条  市営住宅の入居者が死亡し、又は退去し

た場合において、その死亡時又は退去時に当該入

居 者 と 同 居 し て い た 者 が 引 き 続 き 当 該 市 営 住 宅

（住宅入居の手続）  

第１０条  市営住宅の入居決定者は、第７条第２項

の規定による通知を受けた日から１４日以内に、

次に掲げる手続をしなければならない。  

(1) 入 居 決 定 者 と 同 程 度 以 上 の 収 入 を 有 す る 者

で、市長が適当と認める連帯保証人２人の連署

する契約書を提出すること。  

(2) （略）  

２  （略）  

３  市長は、特別の事情があると認める者に対して

は、第 1 項第 1 号の規定による契約書に連帯保証

人 の 連 署 を 必 要 と し な い こ と と す る こ と が で き

る。  

４～６  （略）  

 

（入居の承継）  

第１２条  市営住宅の入居者が死亡し、又は退去し

た場合において、その死亡時又は退去時に当該入

居 者 と 同 居 し て い た 者 が 引 き 続 き 当 該 市 営 住 宅
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に居住を希望するときは、当該入居者と同居して

いた者は、承継の理由となるべき事案発生後３０

日以内に省令第１２条に定めるところにより、市

長の承認を得なければならない。  

 

（収入の申告等）  

第１４条  （略）  

２  前項に規定する収入の申告は、省令第７条に規

定する方法によるものとする。  

３・４  （略）  

 

（督促）  

第１７条  （略）  

 

（市営住宅建替事業による家賃の特例）  

第３８条  市長は、前条の申出により市営住宅の入

居 者 を 新 た に 整 備 さ れ た 市 営 住 宅 に 入 居 さ せ る

場合において、新たに入居する市営住宅の家賃が

従 前 の 市 営 住 宅 の 最 終 の 家 賃 を 超 え る こ と と な

に居住を希望するときは、当該入居者と同居して

いた者は、承継の理由となるべき事案発生後３０

日以内に省令第１１条に定めるところにより、市

長の承認を得なければならない。  

         

（収入の申告等）  

第１４条  （略）  

２  前項に規定する収入の申告は、省令第８条に規

定する方法によるものとする。  

３・４  （略）  

 

（督促及び延滞金の徴収）  

第１７条  （略）  

 

（市営住宅建替事業による家賃の特例）  

第３８条  市長は、前条の申出により市営住宅の入

居 者 を 新 た に 整 備 さ れ た 市 営 住 宅 に 入 居 さ せ る

場合において、新たに入居する市営住宅の家賃が

従 前 の 市 営 住 宅 の 最 終 の 家 賃 を 超 え る こ と と な
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り、当該入居者の居住の安定を図るため必要があ

ると認めるときは、第１３条第１項、第３０条第

１項又は第３２条第１項の規定にかかわらず、令

第 １ ２ 条 に 定 め る と こ ろ に よ り 当 該 入 居 者 の 家

賃を減額するものとする。  

 

 （準用）  

第 ４ ５ 条  社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 市 営 住 宅 の 使 用

については、第１６条から第２７条まで、第３６

条及び第４０条の規定を準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「家賃」とあるのは「使用

料」と、「入居者」とあるのは「社会福祉法人等」

と、第１６条中「第１０条第５項」とあるのは「第

４３条第２項」と、「入居可能日」とあるのは「使

用開始可能日」と、「第３１条第１項又は第３６

条第１項」とあるのは「第３６条第１項」と、「第

４１条第１項」とあるのは「第４８条」と読み替

えるものとする。  

（収入超過者に関する認定）  

り、当該入居者の居住の安定を図るため必要があ

ると認めるときは、第１３条第１項、第３０条第

１項又は第３２条第１項の規定にかかわらず、令

第 １ １ 条 に 定 め る と こ ろ に よ り 当 該 入 居 者 の 家

賃を減額するものとする。  

 

（準用）  

第 ４ ５ 条  社 会 福 祉 法 人 等 に よ る 市 営 住 宅 の 使 用

については、第１６条から第２７条まで、第３６

条、第４０条及び第６７条の規定を準用する。こ

の場合において、これらの規定中「家賃」とある

のは「使用料」と、「入居者」とあるのは「社会

福祉法人等」と、第１６条中「第１０条第５項」

とあるのは「第４３条第２項」と、「入居可能日」

とあるのは「使用開始可能日」と、「第３１条第

１項又は第３６条第１項」とあるのは「第３６条

第１項」と、「第４１条第１項」とあるのは「第

４８条」と読み替えるものとする。  

（収入超過者に関する認定）  
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第５３条の５  市長は、毎年度、第５３条の２にお

い て 準 用 す る 第 １ ４ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 認 定

し た コ ミ ュ ニ テ ィ 住 宅 の 入 居 者 の 収 入 が 第 ５ ３

条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 準 用 す る 第 ５ 条 第 １

項第２号に定める金額を超え、かつ、当該入居者

が コ ミ ュ ニ テ ィ 住 宅 に 引 き 続 き ３ 年 以 上 入 居 し

ているときは、当該入居者を収入超過者として認

定し、その旨を通知するものとする。  

 

 

２  （略）  

 

（保証金）  

第６２条  （略）  

２  （略）  

３  第１８条第３項及び第４項の規定は、第１項に

規定する保証金について準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「敷金」とあるのは「保証

金」と、第１８条第３項中「入居者」とあるのは

第５３条の５  市長は、毎年度、第５３条の２にお

い て 準 用 す る 第 １ ４ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 認 定

し た コ ミ ュ ニ テ ィ 住 宅 の 入 居 者 の 収 入 が 第 ５ ３

条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 準 用 す る 第 ５ 条 第 １

項第２号アに掲げる場合にあっては２６万８，０００円

、 同 号 イ に 掲 げ る 場 合 に あ っ て は ２ ０ 万 円 を 超

え、かつ、当該入居者がコミュニティ住宅に引き

続き３年以上入居しているときは、当該入居者を

収入超過者として認定し、その旨を通知するもの

とする。  

２  （略）  

 

（保証金）  

第６２条  （略）  

２  （略）  

３  第１８条第３項及び第４項並びに第１９条の

規定は、第１項に規定する保証金について準用す

る。この場合において、これらの規定中「敷金」

とあるのは「保証金」と、第１８条第３項中「入
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「使用決定者」と、「市営住宅」とあるのは「駐

車場」と、「家賃」とあるのは「駐車場の使用料」

と読み替えるものとする。  

（使用許可の取消し）  

第６３条  （略）  

２  前項の場合の明渡しについては、第４１条第２

項から第６項までの規定を準用する。この場合に

おいて、同条中「市営住宅」とあるのは「駐車場」

と、「入居」とあるのは「使用」と、「家賃」と

あるのは「使用料」と、同条第３項中「第１項」

とあるのは「第６３条第１項」と読み替えるもの

とする。   

 

別表第１（第２条の２関係）  

区分 名称 設置場所 

市営

住宅 
（略） （略） 

  叶松

団地 

山陽小野田市叶松一丁目３３２番地

７ほか 

居者」とあるのは「使用決定者」と、「市営住宅」

とあるのは「駐車場」と、「家賃」とあるのは「駐

車場の使用料」と読み替えるものとする。  

（使用許可の取消し）  

第６３条  （略）  

２  前項の場合の明渡しについては、第４１条第２

項から第５項までの規定を準用する。この場合に

おいて、同条中「市営住宅」とあるのは「駐車場」

と、「入居」とあるのは「使用」と、「家賃」と

あるのは「使用料」と、同条第３項中「第１項」

とあるのは「第６３条第１項」と読み替えるもの

とする。  

 

別表第１（第２条の２関係）  

区分 名称 設置場所 

市営

住宅 
(略） （略） 

  
叶松

団地 

山陽小野田市大字小野田３３２番地７

ほか 
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  （略） （略） 

  
神帆

団地 

山陽小野田市大字西高泊１１８９番

地３０ 

  （略） （略） 

  
萩原

団地 

山陽小野田市大字山野井１１５５５

番地１ほか 

  （略） （略） 

コミ

ュニ

ティ

住宅 

神帆

団地 

山陽小野田市大字西高泊６７５番地

５７ほか 

 

 

  (略） （略） 

  
神帆

団地 

山陽小野田市大字西高泊１１８９番地

８ほか 

  (略） （略） 

  
萩原

団地 

山陽小野田市大字山野井１１５５５番

地ほか 

  (略） （略） 

コミ

ュニ

ティ

住宅 

神帆

団地 

山陽小野田市大字西高泊６８８番地１

ほか 

 

 


